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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 33,637,753

減損損失累計額 △ 53,659 33,584,094

建物 92,730,071

減価償却累計額 △ 53,896,350

減損損失累計額 △ 82,784 38,750,937

構築物 4,800,466

減価償却累計額 △ 3,200,687

減損損失累計額 △ 15,115 1,584,664

機械装置 346,109

減価償却累計額 △ 305,211 40,897

工具器具備品 39,779,828

減価償却累計額 △ 29,231,010 10,548,817

図書 6,402,930

美術品・収蔵品 147,705

船舶 2,220

減価償却累計額 △ 2,220 0

車両運搬具 175,776

減価償却累計額 △ 118,361 57,414

建設仮勘定 242,252

有形固定資産合計 91,359,713

２ 無形固定資産

特許権 23,896

ソフトウェア 41,159

その他無形固定資産 441

無形固定資産合計 65,496

３ 投資その他の資産

投資有価証券 1,300,284

長期前払費用 6,395

投資その他の資産合計 1,306,680

固定資産合計 92,731,891

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 7,973,261

未収学生納付金収入 59,766

未収附属病院収入 4,654,408

徴収不能引当金 △ 39,000 4,615,408

その他未収入金 771,221

有価証券 100,897

医薬品及び診療材料 384,701

貯蔵品 63,204

その他流動資産 141,617

流動資産合計 14,110,079

資産合計 106,841,970

貸　　借　　対　　照　　表

（令和２年３月３１日現在）
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 5,181,403

資産見返補助金等 1,942,766

資産見返寄附金 1,396,116

資産見返物品受贈額 5,389,813

建設仮勘定見返運営費交付金 2,808

建設仮勘定見返施設費 171,793 14,084,702

長期前受受託研究費 10,119

2,359,068

長期借入金 14,711,983

退職給付引当金 393,737

長期未払金 4,903,723

資産除去債務 150,152

長期預り保証金 36,320

固定負債合計 36,649,806

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 95,810

寄附金債務 3,236,403

前受受託研究費 337,443

前受共同研究費 350,228

前受受託事業費等 35,883

前受金 54,544

預り金 457,548

750,389

一年以内返済予定長期借入金 964,693

未払金 5,946,105

前受収益 6,906

未払費用 38,857

未払消費税等 30

賞与引当金 235,368

環境対策引当金 74,800

流動負債合計 12,585,013

負債合計 49,234,819

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 46,984,059

資本金合計 46,984,059

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 31,417,207

損益外減価償却累計額(△) △ 35,972,526

損益外減損損失累計額(△) △ 140,488

損益外利息費用累計額(△) △ 23,784

資本剰余金合計 △ 4,719,592

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 13,652,040

教育研究診療の質の向上及び組織運営等の改善積立金 560,491

積立金 690,963

当期未処分利益 439,187

（うち当期総利益 439,187)

利益剰余金合計 15,342,683

純資産合計 57,607,150
負債純資産合計 106,841,970

大学改革支援・学位授与機構債務負担金

一年以内返済予定大学改革支援・
学位授与機構債務負担金
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 2,532,847

研究経費 2,843,335

診療経費 18,668,679

教育研究支援経費 661,428

受託研究費 1,757,436

共同研究費 688,811

受託事業費 334,783

役員人件費 111,925

教員人件費 12,089,206

職員人件費 12,996,845 52,685,301

一般管理費 1,249,804

財務費用

支払利息 71,730

ファイナンス･リース支払利息 23,358 95,089

雑損 18,318

経常費用合計 54,048,513

経常収益

運営費交付金収益 13,793,514

授業料収益 5,280,776

入学金収益 810,456

検定料収益 168,707

施設費収益 113,423

附属病院収益 26,882,185

受託研究収益 2,200,553

共同研究収益 831,884

受託事業等収益 358,000

寄附金収益 1,050,025

補助金等収益 656,702

資産見返物品受贈額戻入 67,733

資産見返運営費交付金等戻入 683,028

資産見返寄附金戻入 248,076

資産見返補助金等戻入 425,125

財務収益

受取利息 768

有価証券利息 4,671

為替差益 5 5,445

雑益

財産貸付料収入 273,581

大学入試センター試験実施料収入 36,053

研究関連収入 269,779

農産物等売却収入 40,036

演習林収入 10,994

その他の雑益 319,153 949,599

経常収益合計 54,525,240

経常利益 476,726

臨時損失

固定資産除却損 18,715

その他の臨時損失 25,818 44,534

臨時利益

資産見返物品受贈額戻入 0

資産見返運営費交付金等戻入 804

資産見返寄附金戻入 2,739

資産見返補助金等戻入 2,768

固定資産売却益 388

その他の臨時利益 295 6,995

当期純利益 439,187

当期総利益 439,187

損　　益　　計　　算　　書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 21,282,109

人件費支出 △ 25,941,117

その他の業務支出 △ 1,136,529

運営費交付金収入 13,790,929

授業料収入 5,014,973

入学金収入 776,403

検定料収入 168,707

附属病院収入 26,932,811

受託研究収入 2,233,867

共同研究収入 889,469

受託事業等収入 347,993

その他の収入 964,053

補助金等収入 720,951

寄附金収入 1,145,464

科学研究費補助金預り金の減少 △ 10,919

　　　　小　計 4,614,949

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,614,949

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 9,600,000

定期預金の払戻による収入 8,500,000

有価証券の取得による支出 △ 7,400,000

有価証券の償還による収入 7,500,000

有形固定資産の取得による支出 △ 2,188,260

無形固定資産の取得による支出 △ 17,601

施設費による収入 979,977

　　　　小　計 △ 2,225,884

利息及び配当金の受取額 8,179

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,217,705

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入 281,673

長期借入金の返済による支出 △ 1,013,286

大学改革支援・学位授与機構への債務負担金の返済による支出 △ 891,592

リース債務の返済による支出 △ 825,778

　　　　小　計 △ 2,448,984

利息の支払額 △ 98,037

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,547,022

Ⅳ 資金に係る換算差額 -                    

Ⅴ 資金減少額 △ 149,777

Ⅵ 資金期首残高 3,023,039

Ⅶ 資金期末残高 2,873,261

キャッシュ・フロー計算書
（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 439,187

　当期総利益 439,187

Ⅱ　利益処分額

積  立  金 128,147

国立大学法人法第３５条において準用する独立
行政法人通則法第４４条第３項により文部科学
大臣の承認を受けようとする額
　　教育研究診療の質の向上及び組織運営等の
　　改善積立金 311,040 311,040 439,187

利益の処分に関する書類（案）
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Ⅰ 業務費用 （単位：千円）

損益計算書上の費用

業務費 52,685,301

一般管理費 1,249,804

財務費用 95,089

雑損 18,318

臨時損失 44,534 54,093,048

（控除）

授業料収益 △ 5,280,776

入学金収益 △ 810,456

検定料収益 △ 168,707

附属病院収益 △ 26,882,185

受託研究収益 △ 2,200,553

共同研究収益 △ 831,884

受託事業等収益 △ 358,000

寄附金収益 △ 1,050,025

資産見返運営費交付金等戻入（授業料分のみ） △ 430,539

資産見返寄附金戻入 △ 248,076

財務収益 △ 5,445

雑益 △ 679,820

資産見返寄附金戻入（臨時利益） △ 2,739

固定資産売却益 △ 388

その他臨時利益 △ 295 △ 38,949,894

業務費用合計 15,143,153

Ⅱ 損益外減価償却相当額 1,711,142

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -               

Ⅳ 損益外利息費用相当額 1,079

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 736

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △ 12,490

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 28,060

Ⅷ 機会費用

国有財産無償使用の機会費用 16,175

政府出資等の機会費用 2,078 18,254

Ⅸ 国立大学法人業務実施コスト 16,889,935

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額のうち、国又は地方公共団体からの出向職員（期末現在 79名）に係る

 引当外退職給付増加見積額が77,719千円含まれています。

　国立大学法人等業務実施コスト計算書

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日

（注）
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（重要な会計方針）

       における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」（令和２年４月10日付け2文科高第53号）

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計算方法

    (1)国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　   　国の法律及び地方公共団体が定めた条例（単価表）又は，近隣の地代・賃借料を参考に計算しております。

    (2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

       10年国債の令和２年３月末利回りを参考に0.005％で計算しております。「国立大学法人等業務実施コスト計算書

    　医薬品及び診療材料　…　移動平均法に基づく低価法

    　貯　　　蔵　　　品　…　最終仕入原価法

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

    外貨建金銭債権債務は，期末日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は損益として処理しております。

                            　（ただし，物流システムが完成するまでの間，評価方法は最終仕入原価法によります。）

４．有価証券の評価基準および評価方法

    　満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　   運営費交付金により財源措置がされていない教職員に係る賞与の支給に充てるため，将来の支給見込額のうち，

　　   当事業年度の負担額を計上しております。

　　   上記以外の教職員に係る賞与については，運営費交付金により財源措置がなされているため，賞与に係る引当金

　　   は計上しておりません。なお，国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は，基準第

　　   86第２項に基づき計算された賞与見積額の当期増加額を計上しております。

    (4)環境対策引当金の計上基準

　　   附属病院の血液照射装置処分等に係る支出に備えるため，発生すると見込まれる費用の見積額を計上しております。

　　   積額は，基準第87第４項に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増加額を計上

       しております。

    (2)徴収不能引当金の計上基準

　　   債権の貸倒による損失に備えるため，未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については貸倒実績率を基礎とし

　　   て回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上しております。

    (3)賞与引当金の計上基準

３．引当金等の計上基準

    (1)退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

　　   教職員の退職給付に充てるため，運営費交付金により財源措置がされていない教職員に係る退職一時金について，

　   　当事業年度末における自己都合要支給額を計上しております。

　　   上記以外の教職員に係る退職一時金については，運営費交付金により財源措置がなされているため，退職給付に

　　   係る引当金は計上しておりません。なお，国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見

　　   法人会計基準第90）の減価償却相当額については，損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示し

       ております。

    (2)無形固定資産

　　   定額法を採用しております。

　　   なお，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　　   定額法を採用しております。

   　　耐用年数について法人税法上の耐用年数を基準としているが，主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　     　建　　　　物　　　10～50年

　　     　工具器具備品　　　２～８年

       ただし，受託研究費収入により取得した償却資産については，受託研究期間を耐用年数としております。

       また，特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国立大学

　　　文部科学省が指定する基幹運営費交付金　　 　･･･　業務達成基準

　　　特殊要因運営費交付金 　　　　　　　　　　  ･･･　費用進行基準

　　　学内プロジェクトに充当される運営費交付金　 ･･･  業務達成基準

２．減価償却の会計処理方法

    (1)有形固定資産

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会計基

準等検討会議　平成30年６月11日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　下記を除き，期間進行基準を採用しております。

務指針」（文部科学省，日本公認会計士協会　平成31年１月31日最終改訂））を適用して，財務諸表を作成しております。
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　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は，税込方式によります。

８．リース取引の会計処理

    リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

    理によっています。

９．消費税等の会計処理

    (3)国等から無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

　　   10年国債の令和２年３月末利回りを参考に0.005％で計算しております。「国立大学法人等業務実施コスト計算書

　　   における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」（令和２年４月10日付け2文科高第53号）
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（単位：千円）

    本学において，(1)石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務，及び(2)土地の賃貸借契約等に伴

　　う原状回復義務について，この除去費用を資産除去債務として計上しております。 

　　なお，算出にあたり，使用見込期間を取得から５年～34年と見積もり，割引率は資産除去債務計上時の長期プライム

　　レートとしました。

    (1)石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務 

　   　①　松本キャンパス学生食堂 

    (注1) 使用中止により遊休状態にあるが，回収可能サービス価額が当該資産の帳簿価額を上回っているため，減

　　　　　損を認識しておりません。

　　(注2) 業務実績の低下により，使用が想定される部分の割合から算出した回収可能サービス価額まで減損済であ

　　　　　り，引続き使用が想定されるため，減損を認識しておりません。

４．資産除去債務関係 

非常勤講師宿泊施設 建物 長野県長野市西長野 18,117 注2

　　減損の兆候の概要及び減損を認識しない根拠

西小深宿舎 土地 長野県上田市中央 27,823 注1

蓼科高原研究所 建物 長野県茅野市北山字南山 660 注1

県宿舎A 土地 長野県松本市県 269,300 注1

桐宿舎 土地 長野県松本市桐 35,068 注1

蓼科高原研究所 土地 長野県茅野市北山字南山 7,050 注1

県宿舎B及びC 土地 長野県松本市県 45,700 注1

　 　  該当事項はございません。

    (2)減損の兆候が認められた資産（減損を認識した場合を除く）

用途 種類 場所 帳簿価額 備考

　　　　　　   されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 －千円

243,071千円

３．減損関係

    (1)減損を認識した資産

　　　　  　　 当期総利益に与える影響額（差引き） 243,071千円

　   　②　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が

　　　　   二重になっていることによるもの

　　　　　　   法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち，対応する資産の減価償却費が診療経費に分類

　     ①　国からの承継時において，附属病院の建物，構築物等の時価評価等により，借入金見合いの資産の額が，当

　　　　   該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　　　  　 附属病院に関する借入金の元金償還額 1,904,878千円

　　　  　　 　当該借入金により取得した資産の減価償却費 1,661,807千円

２．損益計算書関係

    (1)その他の臨時損失の計上

　     人件費の過年度支出を行ったことに関するもの 25,523千円

    (2)当期総利益のうち，法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　　   く譲与としたことによるもの 329,618千円

　　   ④　国からの承継時において，附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について，国からの出資

　　　　   でなく譲与としたことによるもの  318,411千円

13,984,019千円

　   　②　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が

　　　　   二重になっていることによるもの

　　　　  　 　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち，対応する資産の減価償却費が診療経費に分類

　　　　　   　されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 1,411,354千円

　   　③　国からの承継時において，附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち，国からの出資でな

               附属病院に関する借入金の元金償還額の累計　　　　　　　　　 35,998,719千円

　　　　　   　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計　　　　　　 24,074,084千円

　　　　 　　  利益剰余金に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　 11,924,635千円

　   　担保に対応する債務 15,676,676千円

    (5)利益剰余金のうち，法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　   　①　国からの承継時において，附属病院の建物，構築物等の時価評価等により，借入金見合いの資産の額が，当

　　　　   該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

    (2)引当外賞与見積額 1,174,638千円

    (3)債務保証の総額 3,109,457千円

    (4)担保に供している資産 19,334,330千円

（注記事項）

１．貸借対照表関係

    (1)引当外退職給付見積額 11,279,857千円
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　　   本学は，資金運用については預金，国債，地方債及び政府保証債等に限定し，資金調達については大学改革支援・

　   　学位授与機構からの借入れに限定しております。

　   　資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づき，国債及び地

　　   方債を保有しており社債及び株式等は保有しておりません。なお，国立大学法人法第34条の3における業務上の

　　   また，未収附属病院収入は，国立大学法人信州大学債権管理事務取扱細則に沿ってリスク管理を行っております。

　   　大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり，文部科学大臣の事

　　　 包含する運用資産を保有する場合には，国立大学法人信州大学資金運用細則に基づき適切なリスク管理を実施し，

　　　 余裕金の運用にかかる文部科学大臣の認定を受けており，金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を

　　　 資金の運用状況を監視する資金運用管理委員会に報告することとしております。

　　     　簡便法で計算した退職給付費用 80,789千円

９．金融商品関係

    (1)金融商品の状況に関する事項

　　　     退職給付の支払額 △30,677千円

　　     　期末における退職給付引当金 393,737千円

       ②  退職給付に関連する損益

       ①  簡便法を適用した制度の，退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　     期首における退職給付引当金 343,625千円

　　     　退職給付費用 80,789千円

８．退職給付に係る注記

    (1)採用している退職給付制度の概要

　　   当法人は，職員の退職給付に充てるため，非積立型の退職一時金制度を採用しております。

    (2)確定給付制度

　   　当該制度では，給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており，簡便法により退職給付費用を計算しております。

    当期実績はございません。

７．重要な債務負担行為

　　該当事項はございません。

       ②  現物寄附による資産の取得　　　　　　　　　　　     　　 252,807千円

６．土地の譲渡に伴う資本金の減少について

   　　資金期末残高　 　　　　　　　　　 2,873,261千円

    (2)重要な非資金取引

       ①  ファイナンス・リースによる資産の取得   　　　　　  5,739,683千円

    (1)資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　   　現金及び預金勘定 7,973,261千円

　   　定期預金 △5,100,000千円

　   　期  末  残  高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 150,152千円

５．キャッシュ・フロー計算書関係

    (3)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。 

　   　期  首  残  高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 149,057千円

　   　時の経過による調整額　 1,095千円

　   　①　山岳科学総合研究所乗鞍高原ステーション 

  　     　事　　　  由　　　土地の原状回復費用 

      　 　使用見込期間　　　８年 

　   　②　医学部附属病院　通信設備（長野県松本旭町庁舎） 

  　   　  事　　　　由　　　賃借建物の原状回復費用

  　   　  使用見込期間　　　５年 

       　　事　　　　由　　　飛散防止措置済みのアスベスト除去費用（天井裏） 

 　    　　使用見込期間　　　償却済み資産 

　   　④　松本キャンパス本部旭会館煙突　外14本

   　   　 事　　　　由　　　アスベスト含有保温材を有する煙突の撤去費用

 　 　   　使用見込期間　　　10年　外

    (2)土地の賃貸借契約等に伴う原状回復義務 

    　   　事　　　　由　　　飛散防止措置済みのアスベスト除去費用（購買室，食堂，浴室の天井裏） 

　   　　　使用見込期間　　　償却済み資産 

　   　②　医学部芙岳寮（学生寄宿舎） 

    　   　事　　　　由　　　飛散防止措置済みのアスベスト除去費用（厨房天井裏） 

 　 　   　使用見込期間　　　償却済み資産 

　   　③　繊維学部附属農場機械蚕室 

10



（単位：千円）

　　未満を切捨てて表示しております。

11．重要な後発事象

　　該当事項はございません。

12．その他

　　貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書の記載金額は，千円

　  　⑧  未払金(リース債務を除く)

　　　    短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当該帳簿価額によっております。

10．賃貸等不動産関係

　　本学は，長野県内において，賃貸等不動産を保有しておりますが，賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため，注記

　　を省略しております。

　　  　  なお，未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については，担保又は保証による回収見込額等により，時価

　　　    を算定しております。

　  　⑤  大学改革支援・学位授与機構債務負担金，並びに⑥  長期借入金及び⑦　リース債務

　  　  　これらの時価については，元利金の合計額を，新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

　　      いて算定する方法により算定しております。

    (*1)負債に計上されているものについては，(　）で示しております。

　　(*2)未収附属病院収入に対して計上している徴収不能引当金を控除しております。

(注1）金融商品の時価の算定方法

　  　①  投資有価証券及び有価証券

　　    　満期保有目的の債券については，取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

　　  ②  現金及び預金，③  未収附属病院収入，並びに④  その他未収入金

　　    　これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当該帳簿価額によっております。

　  債務負担金

⑥  長期借入金 (15,676,676) (15,752,487) (75,811)

⑧  未払金(リース債務を除く) (4,810,069) (4,810,069) -

⑦  リース債務 (6,039,759) (6,038,344) 1,415

-

④  その他未収入金 771,221 771,221

⑤  大学改革支援・学位授与機構 (3,109,457) (3,208,419) (98,962)

③  未収附属病院収入 4,654,408

　  　徴収不能引当金(*2) △39,000

4,615,408 4,615,408

-

①  投資有価証券及び有価証券

　  満期保有目的の債券 1,401,182 1,416,020 14,838

②  現金及び預金 7,973,261 7,973,261 -

　　   前承認に基づいて借入れを実施しております。

    (2)金融商品の時価等に関する事項

　   　期末日における貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりであります。

貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1)
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